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1.将来の地球環境を考える上で、蓄

積された過去の観測データは不可欠。

2. 現在の防災対策等を考える上で、

最新の観測データはすぐに使いたい。

3. 各種のデータはあちこちのサイト・

データベースに散らばっており、

フォーマットもバラバラ。これでは

使いたくても使えない！

デジタル台風プロジェクト http://www.digital-typhoon.org/
台風に関するあらゆるデータを統合して最新のデータをすぐに分析できるようにしよう！

1. 気象衛星観測データ（1978 ～）

2. 台風経路データ（1951 ～）

3. アメダス観測データ（1976 ～）

4. マスコミニュース記事データ（2003 ～）

5. 現地から発信される参加型情報（2004 ～）

6. 災害関連データ（1951 ～、1971 ～）

7. 定点カメラで観測する空の画像（2004 ～）

8. GPV (Grid Point Value) データ（2002 ～）

地球環境データの問題点

雲の種類やその分布、さらに水蒸気の流れなどもわかる。
雲のパターンを解析すると台風の強さ（勢力）もわかる。

台風がどのような場所を通って動いたかがわかる。
いつどれだけの気圧、風速だったのかもわかる。

いつどこでどのような雨・風だったのかがわかる。
その雨がどのくらい危険な雨なのかもわかる。

いつどこで何が起こったのかがわかる。
気象現象が社会に及ぼした影響もわかる。

身近なところで何が起こったのかがわかる。
人々が状況に対してどう感じたかもわかる。

気象現象のインパクトの大きさがわかる。
災害となった原因やその状況などもわかる。

データを観測した際の実際の天候がわかる。
同じ「晴れ」でも実際の雲の様子は異なること等もわかる。

観測場所だけでなく地球全体の大気状態がわかる。
平面図や断面図によって気象現象の構造もわかる。



台風に関する地球観測データを中心としたデータベース。
台風に関して人々が発信する参加型情報を中心としたデータベース。

地球の大気のシミュレーション結果のデータベース。
日々の天気予報や長期の気候変動の解析などに使える。

南極地域の基本的な地図データ、航空写真、地質図等のデータベース。
将来的には南極関連各種データを集積したウェブサイトに発展する予定。

地球温暖化によって顕著な気象現象がどう変わるのかを研究。
例えば台風はどう変わるのか、梅雨はどう変わるのか。
これらの変化について事例を基に定量的に検証する予定。

外来種の侵入から在来種を守るための対策について研究。
市民参加型モニタリングによって個体数の変化などを監視。
ウェブサイトを用いた情報共有を通して活動を活性化。

農場に各種のセンサを配置して無線 LANで結び、農場の状態を常時監視。
カメラを用いることで農場での作業履歴や天候による影響なども網羅的に解析。
農業の IT 化によって適応的な管理や収量の増加なども期待できる。
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1. 多分野のデータを融合する統合デー

タベースを構築するため、様々な手法

と規模のプロジェクトが進行中である。
2. 中でも GEOSS（全球地球観測システ

ム）は 72の国と 52の国際機関が協調

する大規模プロジェクトである。
3. ユーザニーズ主導で、地球環境問題

の解決にも貢献可能な有用性を重視。

Vertical Earth プロジェクト http://earth.nii.ac.jp/

データ統合・解析システム (DIAS) http://www.diasjp.org/

Database integration projects 

on earth environmental data

1. デジタル台風（対流圏）
地球に関するデータを鉛直方向に重ね合わせて意外な関係を探ってみよう！

地球に関するデータを巨大な情報空間で融合して社会に役立つ知見を得よう！

2. 台風前線（人間圏）
3. GPV Navigator（大気圏）

4. 南極 GIS（国立極地研究所との共同研究）（岩石圏）

1. 温暖化予測データの事例解析（東大地球観測データ統融合連携研究機構との共同研究）

2. 市民参加型生物多様性モニタリング（東大農学生命科学研究科との共同研究）

3. フィールドサーバを用いた農業モニタリング（中央農業総合研究センターとの共同研究）

問題点への対応

以下、いずれも東大生産技術研究所との共同研究


